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2024年５月14日 

 

各      位 

株式会社 Ｏｌｙｍｐｉｃグループ 
代表者名  代表取締役社長     大  下  内   徹 

（ ＵＲＬ  https://www.olympic-corp.co.jp/ ） 

（ コード番号  ：  8289   東証スタンダード ）  

問合せ先  取締役総務部長     木  村   芳  夫 

（ ＴＥＬ  042－300－7200 ） 

 

 

（訂正・数値データ訂正） 

「2024年２月期決算短信［日本基準］（連結）」の一部訂正について 

 
 

2024年４月12日付で発表いたしました「2024年２月期決算短信［日本基準］（連結）」の記載内

容に一部誤りがありましたので、次のとおり訂正いたします。また、数値データにも訂正がありま

したので、訂正後の数値データを送信いたします。 
 

記 
 

１． 訂正の理由 
 

サマリー情報の「１．（３）連結キャッシュ・フローの状況」ならびに添付資料の「１．（３）

当期のキャッシュ・フローの概況」および「３．（４）連結キャッシュ・フロー計算書」の記載内

容に誤りがあったため、訂正するものであります。 
 

２． 訂正の内容 

 

訂正箇所には下線を付しております。 
 

（１）サマリー情報１ページ目「１．（３）連結キャッシュ・フローの状況」 

 

【訂正前】 

 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

2024年２月期 1,777 △2,293 165 2,401 

2023年２月期 965 △3,200 1,673 2,576 

 

 

【訂正後】 

 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

2024年２月期 1,777 △2,117 165 2,401 

2023年２月期 965 △3,200 1,673 2,576 
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（２）添付資料３ページ目「１．（３）当期のキャッシュ・フローの概況」 
 

【訂正前】 

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、22億93百万円（前連結会計年度は32億円）となりました。 

これは有形固定資産売却による収入が８億円あった一方で、有形固定資産の取得による支出が23億円、連結の範

囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が５億40百万円あったこと等が主な要因であります。 

 

 

【訂正後】 

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、21億17百万円（前連結会計年度は32億円）となりました。 

これは有形固定資産売却による収入が８億円あった一方で、有形固定資産の取得による支出が23億円、連結の範

囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が３億63百万円あったこと等が主な要因であります。 
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（３）添付資料12ページ目「３．（４）連結キャッシュ・フロー計算書」 
 

【訂正前】 
  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 2022年３月１日 
 至 2023年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 2023年３月１日 
 至 2024年２月29日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 79 △482 

減価償却費 1,958 2,062 

のれん償却額 35 64 

賞与引当金の増減額（△は減少） △74 11 

敷金及び保証金の支払賃料相殺額 135 95 

長期貸付金の支払賃料相殺額 156 156 

受取利息及び受取配当金 △44 △47 

支払利息 263 281 

投資有価証券売却損益（△は益） － △14 

固定資産売却益 － △151 

固定資産除却損 125 105 

減損損失 56 637 

売上債権の増減額（△は増加） 11 △86 

棚卸資産の増減額（△は増加） △475 △266 

仕入債務の増減額（△は減少） △769 △708 

未払金の増減額（△は減少） △263 △46 

未払消費税等の増減額（△は減少） 92 283 

その他 △391 62 

小計 896 1,955 

利息及び配当金の受取額 21 26 

利息の支払額 △256 △283 

法人税等の支払額 △137 △105 

法人税等の還付額 440 184 

営業活動によるキャッシュ・フロー 965 1,777 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △169 

有形固定資産の取得による支出 △2,954 △2,300 

有形固定資産の売却による収入 － 800 

無形固定資産の取得による支出 △170 △60 

投資有価証券の売却による収入 － 35 

敷金及び保証金の差入による支出 △238 △216 

敷金及び保証金の回収による収入 126 167 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
－ △540 

その他 37 △10 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,200 △2,293 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 735 △119 

長期借入れによる収入 8,050 6,850 

長期借入金の返済による支出 △6,086 △5,531 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △565 △573 

配当金の支払額 △458 △458 

その他 △1 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,673 165 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △561 △350 

現金及び現金同等物の期首残高 3,138 2,576 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 176 

現金及び現金同等物の期末残高 2,576 2,401 
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【訂正後】 
  (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 2022年３月１日 
 至 2023年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 2023年３月１日 
 至 2024年２月29日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
79 △482 

減価償却費 1,958 2,062 

のれん償却額 35 64 

賞与引当金の増減額（△は減少） △74 11 

敷金及び保証金の支払賃料相殺額 135 95 

長期貸付金の支払賃料相殺額 156 156 

受取利息及び受取配当金 △44 △47 

支払利息 263 281 

投資有価証券売却損益（△は益） － △14 

固定資産売却益 － △151 

固定資産除却損 125 105 

減損損失 56 637 

売上債権の増減額（△は増加） 11 △86 

棚卸資産の増減額（△は増加） △475 △266 

仕入債務の増減額（△は減少） △769 △708 

未払金の増減額（△は減少） △263 △46 

未払消費税等の増減額（△は減少） 92 283 

その他 △391 62 

小計 896 1,955 

利息及び配当金の受取額 21 26 

利息の支払額 △256 △283 

法人税等の支払額 △137 △105 

法人税等の還付額 440 184 

営業活動によるキャッシュ・フロー 965 1,777 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △169 

有形固定資産の取得による支出 △2,954 △2,300 

有形固定資産の売却による収入 － 800 

無形固定資産の取得による支出 △170 △60 

投資有価証券の売却による収入 － 35 

敷金及び保証金の差入による支出 △238 △216 

敷金及び保証金の回収による収入 126 167 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
－ △363 

その他 37 △10 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,200 △2,117 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 735 △119 

長期借入れによる収入 8,050 6,850 

長期借入金の返済による支出 △6,086 △5,531 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △565 △573 

配当金の支払額 △458 △458 

その他 △1 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,673 165 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △561 △174 

現金及び現金同等物の期首残高 3,138 2,576 

現金及び現金同等物の期末残高 2,576 2,401 

 

以上 


